
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１ １ 章 河  川 

 

 

１  河川の概要 

 

本県の面積は、 9, 323㎢で、 西方は日本海、 他の三方は山に囲まれている 。 宮城、 福島県境に

連なる奥羽山脈は、 本県の東側に障壁を作り 、 西側の出羽丘陵から 越後山脈にかけての長大な

山なみは、 本県を庄内と 内陸に分け、 さ ら に新潟と の県境を区切る。 北側の出羽丘陵と 奥羽山

脈から なる 秋田県境は、 標高2,236mの鳥海山を除いては、 標高は余り 高く ないが、 南側の福島

県境には、 吾妻、 飯豊など標高1,000mから 2,000mに及ぶ連峰を望見するこ と ができる 。 こ のよ う

に、 本県は内陸地方（ 6,918k㎡） と 庄内地方（ 2,405k㎡） と に大別さ れ、 内陸地方は、 また、 こ

れら の山脈の支脈によ って最上地方（ 1,803k㎡） 、 村山地方（ 2,619k㎡） 、 置賜地方（ 2,496k

㎡） に細分さ れる。 出羽丘陵と 越後山脈から 庄内地方を流れる赤川や小河川は、 直接日本海に

注ぎ、 内陸地方の河川は新潟県に流下し ている 荒川水系を除き、 いわゆる法河川と し ては、 す

べて最上川に集中する。 南部吾妻山に源を発する最上川は、 内陸地方を北に向かって貫流し 、

その間、 米沢・ 長井・ 山形・ 新庄盆地を拓き、 庄内地方では、 広大な庄内平野を潤し て、 遠く

日本海に注ぐ、 東北では北上川に次ぐ大河川である 。  

以上の地形的環境に支配さ れた本県の河川は、 一級水系と し ては、 最上川水系、 赤川水系、

荒川水系の３ 水系で、 498河川（ 大鳥池を含む） 、 河川延長2, 931㎞、 二級水系と し ては、 月光

川水系、 日向川水系等17水系で、 59河川、 河川延長270㎞である。 また、 県内の一級二級河川の

総延長は3, 201㎞におよ び、 内訳は表１ のと おり である。 （ 他に市町村長が管理する 準用河川が

167河川、 河川延長229㎞あり 、 本県のいわゆる 法河川の延長は3, 430㎞である 。 ）  

流路は、 東西に流れるも のと 、 南北に流れるも のと に大別さ れる 。 東西に流れるも のは、 山

地よ り 短距離で本流に合流するか海に注ぐため、 一般に河床勾配が急で、 その流域面積は狭小

である。 平地部の出口附近は扇状地帯をなし、 こ の現象は特に村山盆地の河川で多く みら れ

る 。 南北に流れる河川は、 前者に比し て流程が大である ため、 概し て河床勾配がゆるく 、 蛇行

性のも のが多い。 また、 多く の支川は、 合流点付近では河積が小さ く 、 かつ、 最上川本流の背

水現象によ って、 洪水時、 大きな災害を被るこ と がある 。 最上川は、 流域面積7,040k㎡を有
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し 、 本県の幹川と し て各地方を流下し ながら 、 農耕、 水道、 工業、 発電、 水産等あら ゆる産業

の水資源と なっており 、 県民生活の基盤を成し ている。  

 

〈 表１ 〉  

  山形県河川総括表                                            令和５ 年６ 月１ 日現在 

級別 水 系 名 河 川 数 流 路 延 長 適       要 

一 
 
 
 

級 
 
 
 

河 
 
 
 

川 

 最上川 431 2,484,520m  

 １  国土交通大臣管理区間 323,825m  
     幹川････1河川         205,988m  
      山形河川国道事務所 114,988m  
      新庄河川事務所       60,000m  
      酒田河川国道事務所   31,000m  
     支川･･･27河川の一部と  117,837m  
       3河川の全部 
２  知事管理区間 

     428河川       2,160,695m  

 赤川 
44 

(大鳥池を含む) 

277,340m  
（ 大鳥池1,125m

を含む）  

 １  国土交通大臣管理区間  48,006m  
     幹川･････1河川     33,016m  
       酒田河川国道事務所   33,016m  
     支川･･･4河川の一部   14,990m  
 ２  知事管理区間 
     44河川（ 1池を含む）    229,334m  

 荒川 23      168,995m  

 １   国土交通大臣管理区間 
     支川･･･2河川の一部    9,200m  
 ２   知事管理区間 
     23河川                159,795m  

計（  3 水系）  498 2,930,855m  
 国土交通大臣管理区間延長  381,031m  
 知事管理区間延長         2,549,824m  

二 
 
 
 

級 
 
 
 

河 
 
 
 

川 

 月光川 11      49,540m   知事管理区間 

 日向川 15       74,724m        〃 

 新井田川 6       35,330m        〃 

 岡町川 1         750m        〃 

 油戸川 1         920m        〃 

 楯下川 1         660m        〃 

 三瀬川 4       15,331m        〃 

 五十川 6       27,600m        〃 

 温海川 3       18,300m        〃 

 庄内小国川 4       26,100m        〃 

 巌沢川 1        1,200m        〃 

 出口沢川 1        1,200m        〃 

 早田川 1        1,100m        〃 

 鼠ヶ 関川 1       15,700m        〃 

 村上川 1         250m        〃 

 長者川 1         475m        〃 

 天竜川 1         530m        〃 

計（  17水系）  59      269,710m        〃 

  合計（  20水系）  557    3,200,565m   
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２  河川事業 

 

（ １ ） 大規模特定河川事業 

（ 個別補助事業（ 特定洪水対策等推進事業費補助） ： 国費率 1/2 ）  

   河川改修事業の実施において、 事前防災対策が十分に行えておら ず、 計画規模の洪水が生じ

た場合に氾濫する危険性が著しく 高い区間について、 計画的・ 集中的な対策を実施するこ と に

よ り 、 早期に治水安全度を向上さ せる事業をいう 。  

   須川（ 山形市） を始め、 3河川（ 一級河川） において実施し ている 。  

   特に、人口の集中し ている市街部を貫流する須川（ 山形市） においては、令和4年度より JR奥

羽本線よ り 上流の蔵王成沢工区を新規区間と し て立ち上げ、 令和13年度までの10年間で、 ネッ

ク 部の橋梁対策及び築堤盛土等を集中的に実施し 、早期に地域の安全性の向上を図っていく こ

と と し ている。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一級河川須川 

 

 

（ ２ ） 広域河川改修事業 

（ 防災・ 安全交付金： 国費率 1/2 ）  

   河川改修事業の実施において、 水系、 支川等を単位と して、 水系一貫し た計画的な整備を図

る と と も に、 重点的に整備を実施する事業をいう 。  

 馬見ヶ 崎川（ 山形市） を始め、 17河川（ 一級河川 15河川、 二級河川 2河川） において実施し

ている 。  

 特に、 人口の集中し ている市街部を貫流する 馬見ヶ 崎川（ 山形市） や吉野川（ 南陽市） 等に

おいては、 こ れまでの河道の整正や拡幅・ 築堤によ り 流下能力が向上し、 冠水や浸水被害の軽

減が図ら れており 、 今後益々の工事の進捗が望まれている 。  

 さ ら に、 令和２ 年度( 補正) から は、 令和２ 年７ 月豪雨と 同規模の洪水等に対する 浸水被害の

解消を図るこ と を目標に、 国の「 防災・ 減災、国土強靱化のための５ か年加速化対策」 等を最大

限活用し 、令和11年度までの概ね10年間で、 集中的に河川整備を実施する 。  

 また、 こ れまでの治水や利水だけでなく 、 良好な環境の整備や保全についての要望が年々高

まっており 、 県内の各河川において生態系や景観などに配慮した川づく り にも 努めている 。  
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一級河川古佐川（ 令和２ 年７ 月浸水被害状況）  

 

 

 

（ ３ ） 流域治水対策河川事業（ 防災・ 安全交付金： 国費率 1/2 ）  

流域治水対策河川事業は、 地球温暖化に伴って激化する集中豪雨に対し て、 河道の効率的な

整備と 併せて流域対策のさ ら なる 充実を図るため、 流域対策と 一体と なって効果的かつ効率的

な河川整備を図るこ と を目的と する。  

大旦川（ 村山市） において、 河道改修と 併せて計画目標相当の洪水を安全に流下さ せる ため

調節池を計画し 抜本的な治水安全度の向上を図る。  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

一級河川大旦川（ 令和２ 年７ 月浸水被害状況）  

 

 

 

 

最上川 

古 

佐 

川 

大 

旦 

  川 

最上川 
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（ ４ ） 総合流域防災事業 

 流域単位を原則と し た一定の計画に基づき、 包括的に水害・ 土砂災害対策の施設整備（ 河川

改修、 堤防の質的強化対策など） や災害関連情報の提供等のソ フト 対策（ 情報基盤整備、 ハザ

ード マッ プ調査など）を行ない、流域一体と なった総合的な防災対策を推進する ための事業で、

河川では以下の事業を展開し ている。  

①  河川改修事業（ 防災・ 安全交付金： 国費率 1/2 ）  

羽黒川（ 米沢市） を始め、 8河川（ 一級河川 7河川、 二級河川 1河川） で実施し ている 。 

また、 指首野川（ 新庄市） 等においては、 地域整備と 一体と なった地元から 親し まれる水

辺空間の形成を図っている 。  

② 情報基盤総合整備事業（ 防災・ 安全交付金： 国費率 1/2 ）  

 洪水、 土砂災害などの自然災害発生時の危機管理体制を強化するために、 降雨、 水位、 土

砂災害等の各種観測施設と そこ で得ら れる情報の収集・ 処理・ 伝達システムを整備する 事業

である 。 イ ンタ ーネッ ト や携帯電話での情報配信提供を平成15年6月から 開始し ており 、 平

成19年4月から は、 一般利用者向けに気象・ 洪水情報等のメ ール配信を実施し ている 。  

 また、 洪水時に県民に適切な避難行動を促すため、 既存の水位計を補完する 危機管理型水

位計を平成31年4月に、 さ ら には洪水時の切迫感のある 画像を提供する 簡易型河川監視カメ

ラ を令和2年4月に運用開始し た。 令和6年3月末現在の設置台数はそれぞれ88台（ 水位計） 、

96台（ カメ ラ ） である 。  

 あわせて、 システムの関連設備の整備・ 改良を行い、 情報提供のさ ら なる充実を図ってい

く 。  

 

（ ５ ） 河川メ ンテナンス事業 

（ 個別補助事業（ 特定洪水対策等推進事業費補助） ： 国費率 1/2 ）  

    樋門、 樋管等の河川管理施設の老朽化対策を計画的に実施するため、 施設の更新や改

築、 応急的な改良が必要な施設については、 計画的に実施するこ と によ り 、 施設機能を確

保し ている 。  

    特定構造物更新事業と し て、 赤川水系青竜寺川丸岡分水堰（ 鶴岡市） で実施。  

応急対策事業と し て、 最上川水系で排水樋門等の更新を実施。  
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３  河川の維持管理 

 

 県単独事業と し て、護岸や床止等の修繕、河床浚渫、支障木伐採、堤防の除草等を行っている 。  

支障木伐採や河床掘削と し ては、 令和４ 年３ 月に策定し た「 河川流下能力向上・ 持続化対策計

画」 に基づき、 従来の取組みに加え、 河道管理が将来的に持続可能と なる よ う な取組みを推進し

ている 。 また、 樋門・ 樋管等の河川管理施設については、 修繕・ 更新の効率化と ラ イ フサイ ク ル

コ スト の縮減を図る ため長寿命化計画を策定し 、 計画的に対策を進めている 。  

 河川・ 海岸愛護については、 県民意識の醸成を図り 、 美し く 快適で豊かな県土の形成を目指し

て、 昭和52年度以来｢きれいな川で住みよ いふる さ と 運動｣を継続し て実施し ている。 県民・ 河川

海岸愛護デーを２ 回（ ７ 月第１ 日曜日及び９ 月第２ 日曜日） 設定し 、 多く の県民の参加を得て、

県内の河川及び海岸において空き 缶等のゴミ の収集及び除草作業等を展開し ている 。  

さ ら に、 河川管理への積極的な住民参画を進める ため、 平成14年度から アダプト ・ プログラ ム

（ 里親制度） によ り 、 行政と ボラ ンティ ア団体が連携し た「 河川アダプト 導入モデル事業」 を実 

施し 、３ 年間で延べ288団体21千人の参加をいただいた。こ の成果を踏まえ平成17年度から は「 ふ

る さ と の川アダプト 事業」 と し て発展さ せ、 住民と 行政の協働によ る河川管理を引続き実施する

と 共に、 人力では困難な伐木、 伐根作業等を企業が建設機械等で手助けを行う 「 河川管理アシス

ト 企業制度」 も 合わせて実施し ている 。 平成27年度から は、 事業名を「 ふる さ と の川愛護活動支

援事業」 に変更し 、 引き続き 将来を展望し た住民と の協働によ る河川管理の継続的制度の構築を

目指し ていく 。 令和５ 年度の活動状況は、 河川愛護活動は514団体2万3, 023人、 181河川・ 海岸・

砂防区域、 認定延長490km、 河川愛護活動支援企業は190企業で取り 組まれた。  

  

 河川愛護活動団体（ ～Ｈ２ ６ 名称： アダプト 団体） 等の推移       

   

年度 
河川愛護活動 

団体数 
会員数 
（ 人）  

認定延長 
（ km ）  

河川愛護活動 
支援企業数 

Ｈ２ ２  ３ ８ ０  18, 579 ２ ７ ５  １ ７ ８  

Ｈ２ ３  ４ ２ ７  20, 882 ３ ６ ０  １ ８ ８  

Ｈ２ ４  ４ ６ ７  21, 904 ３ ８ １  １ ８ ９  

Ｈ２ ５  ４ ７ ６  21, 577 ３ ８ ２  １ ９ １  

Ｈ２ ６  ４ ９ ７  22, 166 ３ ９ ９  １ ９ １  

Ｈ２ ７  ５ １ ０  22, 610 ４ ０ ４  １ ９ ３  

Ｈ２ ８  ５ １ ９  24, 817 ４ ０ ２  １ ９ ９  

Ｈ２ ９  ５ １ ３  23, 588 ４ １ ６  １ ９ ０  

Ｈ３ ０  ５ １ ６  23, 486 ４ ３ ６  １ ８ ９  

Ｒ １  ５ １ ８  23, 000 ４ ４ ６  １ ８ ６  

Ｒ ２  ５ ２ ４  24, 019 ４ ２ ８  １ ９ ４  

Ｒ ３  ５ ０ ５  23, 504 ４ ８ ６  １ ９ ４  

Ｒ ４  ５ ０ ３  23, 243 ４ ９ ３  １ ９ ０  

Ｒ ５  ５ １ ４  23, 023 ４ ９ ０  １ ９ ０  
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４  海岸事業 

 

 本県の海岸は日本海に面し 、 南は新潟県境から 北は秋田県境まで、 出入り の少ないほぼ直線的

な海岸線を形成し ている 。  

 岩礁海岸と 砂浜海岸では、 海岸線に沿って人家、 道路、 鉄道が張り ついている と こ ろが多く 、

越波によ る 侵食に悩まさ れ続けていた。 こ れら を解消する ため、 海岸保全事業と し て護岸の整備

を進め、 現在では人家連担地域についてはほぼ概成している。 さ ら に越波なら びに汀線の後退が

続いていた、 主に集落付近の海岸については、 護岸･突堤等の整備を進め効果をあげている 。  

 平成15年12月に策定し た「 山形沿岸海岸保全基本計画」 （ H28. 4変更） に基づき、海岸侵食が顕

著な海岸「 菅里地区（ H6～H17） 」 「 宮海地区（ S62～H27） 」 「 比子地区（ H7～R10） ） 」 につい

て侵食対策事業を実施し ている。  

 また、 東日本大震災を受け、 津波対策を構築する にあたり 、 こ れから の想定津波の考え方と し

て、 中央防災会議地震津波専門調査会において２ つの津波レベルが示さ れた。  

 

○発生頻度は極めて低いものの、甚大な被害をもたらす最大クラスの津波：「最大クラスの津波」 

住民等の生命を守ることを最優先とし、住民の避難を軸に、とりうる手段を尽くした総合的な津波対

策を確立 【減災】 

○発生頻度は高く、津波高は低いものの大きな被害をもたらす津波：「頻度の高い津波」 

人命保護に加え、住民財産の保護、地域の経済活動の安定化、効率的な生産拠点の確保の観点

から、海岸保全施設等を整備 【防災】 

 

 この分類に基づき、施設管理者（海岸管理者、河川管理者および港湾管理者等）は「頻度の高い津

波」を想定し、既存施設等による防護効果を検証し、必要に応じ海岸保全施設等の整備を実施する。 

 

  さ ら に、 老朽化対策と し て、 宮海地区海岸の長寿命化計画を平成 27 年度末に策定、 令和元年

度には堤防・ 護岸を有する その他の 12 地区海岸について長寿命化計画を策定し ており 、 長寿命

化計画策定後は計画に基づき点検・ 修繕、 対策工事を進めていく 。  

 

山形県海岸総括表                                              

所 管 
海岸線延長 

（ ｍ）  

左のう ち 
海岸保全区域延長 

（ ｍ）  

左のう ち  
海岸保全施設の 

有効延長 
（ ｍ）  

国土交通省 
水管理・ 国土保全局 

68, 826 49, 092 21, 784 

国土交通省 
港湾局 

34, 785 10, 657 7, 511 

農林水産省 

水産庁 
30, 960 12, 325 6, 391 

計 134, 571 72, 074 35, 686 
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５  ダム事業 

 

本事業は、 下流の洪水によ る災害の防除、 下流耕地に対する かんがい用水の補給、 都市用水の

補給等を目的と し たダムを構築し 、 その効用をすみやかに、 かつ、 十分に発揮さ せて、 県民経済

の成長と 県民生活の向上に寄与するこ と を目的と するも のである 。  

本県は、 戦前から 野川ダム、 荒沢ダム建設の計画があって調査をし てきたが、 戦争のため中止

さ れ、 戦後、 国土総合開発法の公布によ り 再び野川総合開発計画がと り あげら れ、 管野ダム（ 長

井ダムの完成にと も ない、 平成２ １ 年９ 月に国土交通省へ管理引継ぎ） の竣工をみた。 その後、

多目的ダムと し て、 荒沢ダム、 木地山ダム、 高坂ダム、 蔵王ダム、 温海川ダム、 白水川ダム、 神

室ダム、 田沢川ダム及び綱木川ダム、 また、 治水ダムと し て、 月光川ダム、 前川ダム及び留山川

ダムがそれぞれ完成し た。  

また、 平成２ ０ 年度に最上小国川流水型ダム（ 最上町） の建設事業に着手し 、 令和元年度に完

成し た。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最上小国川流水型ダム（ 令和２ 年３ 月竣工）  

 

  

103



( 1) 山形県管理のダム一覧 
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（ ２ ） 最上小国川流水型ダム 

 最上川水系最上小国川沿川地域では、 急流河川のため古く より たびたび被害を受けてお

り 、 昭和 49 年８ 月の集中豪雨では浸水家屋 339 戸、 浸水農地 716ha、 総額 14. 6 億円の被害

を受けた。 最近では平成 10 年 9 月の台風５ 号によ り 浸水家屋 18 戸、 浸水農地 7. 8ha、 総額

１ 億５ 千万円の被害を受け、 平成 18 年 12 月や平成 27 年 9 月の出水等たびたび河岸の決

壊、 氾濫を繰り 返し ている 。 また、 沿川の中でも 特に赤倉温泉地区は両岸に旅館が建ち並

び、 通常の河道拡幅によ る 治水対策は困難が予想さ れたため、 洪水調節を目的と し 、 最上

町大字富澤地先に最上小国川流水型ダムを建設し た。  

ダムの型式は重力式コ ンク リ ート ダム、 高さ 41. 0m、 総貯水量 2, 300, 000 m3、 有効貯水量

2, 100, 000 m3で、 ダム地点における計画高水流量 330m3/s を 80m3/s に調節し 、 洪水によ る

被害を防ぐダムと し て整備を行っている。 平成 24 年度よ り 、 用地取得及び工事用道路工事

等を進め、 平成 26 年度よ り 堤体工事に着手し 、 令和 2 年 3 月に完成し た。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ダム名 
最上小国川 

流水型ダム 
位置 最上町 目的 F か

ん
が
い 

補給内容 － 

貯
水
池 

集水面積（ダム

地点流域面積） 
37.4 km2 

ダ 

ム 

型式 
重力式 

コンクリート 
補給面積 － 

湛水面積 0.28 km2 堤高 41.0 m 発
電 

最大発電力 － 

総貯水容量 2,300 千 m3 堤頂長 143.0 m 常時発電力 － 

有効貯水容量 2,100 千 m3 

治 

水 

計画高水流量 330 m3/s 都
水 

給水区域 － 

洪水調節容量 2,100 千 m3 計画放流量 80 m3/s 給水量 － 

利水容量 0 千 m3 調節流量 250 m3/s 施工期間 
H20 年度～ 

R 元年度 

※ F： 洪水調節 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

明
神
川 

（ A=37.4 ㎢） 

330 
80 

750 〈90〉 1,400 
［860］ ［1,400］ 

最
上
川 

最上小国川流水型ダム  単位 ： ㎥／sec 

［ 上段］： 基本高水流量 

下段 ： 計画高水流量  

◎ 基準地点 

〈    〉： 最大放流量 

絹
出
川 

最
上
白
川 

◎
赤
倉
橋 

［340］ 
120 

最上小国川 
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６  水防 

 

県庁河川課に水防本部を置き、 各総合支庁及び分庁舎に水防支部を置く 。 水防本部及び支部

では、 気象予警報発令の際に水防要員が待機し て、 通報・ 連絡等の業務を行っており 、 特に水

防支部においては管内市町村の避難指示等の判断にかかる支援のための情報提供等を行ってい

る 。  

また、 各水防支部の管内に地区連絡会を設け、 地区内の各消防本部・ 警察署・ 管理団体・ 出

先関係官庁の協力を得て地区内水防計画の樹立およ び水防に関する事項について対策協議を行

っている 。  
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